
＼  人と自然を活かし 住みよさを創るまち しもつま  ／

令和８年度

当初予算(案)

予算規模

令和８年度当初予算総額　332億84万円
参考：令和７年度当初予算総額　326億9,015万円

（前年度比 ＋5億1,069万円　＋1.6%）
※当初予算総額は、一般会計、特別会計、企業会計の合計です。

一般会計予算　 202億6,000万円（前年度比 ＋2億1,000万円 ＋1.0％）

特別会計予算　    97億　 970万円（前年度比 ＋6,050万円 ＋0.6％）

企業会計予算 　   32億3,114万円（前年度比 ＋2億4,019万円 ＋8.0％）
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予算総括

会計名 令和８年度 令和７年度 増減額 増減率

一般会計 202億6,000万円 200億5,000万円 2億1,000万円 1.0％

特別会計 97億970万円 96億4,920万円 6,050万円 0.6％

国民健康保険 46億6,400万円 47億3,100万円 ▲6,700万円 ▲1.4％

後期高齢者医療 7億7,700万円 6億7,500万円 1億200万円 15.1％

介護保険 42億5,100万円 42億2,700万円 2,400万円 0.6％

介護サービス事業 1,770万円 1,620万円 150万円 9.3％

企業会計 32億3,114万円 29億9,095万円 2億4,019万円 8.0％

水道事業 16億5,104万円 14億6,109万円 1億8,995万円 13.0％

下水道事業 15億8,010万円 15億2,986万円 5,024万円 3.3％

合　計 332億84万円 326億9,015万円 5億1,069万円 1.6％

予算額の推移
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歳入の内訳 ≪一般会計≫
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・市税　　　　　　　　　＋2.2億円

・市債　　　　　　　　　▲4.0億円

・国・県支出金　　▲0.9億円

前年度からの主な増加

前年度からの主な減少

歳入総額

202億6,000万円

・繰入金　　　　　　　＋3.1億円

項　目 令和８年度 令和７年度 増減率 割　合

自主財源

市税 64億1,959万円 61億9,774万円 3.6％ 31.7％

分担金及び負担金 4,660万円 4,982万円 ▲6.4％ 0.2％

使用料及び手数料 1億81万円 1億1,158万円 ▲9.7％ 0.5％

繰入金 22億7,132万円 19億6,579万円 15.5％ 11.2％

寄附金 15億3,000万円 15億700万円 1.5％ 7.5％

財産収入 3,989万円 1,798万円 121.9％ 0.2％

繰越金 3億円 3億円 0.0％ 1.5％

諸収入 3億1,747万円 3億6,922万円 ▲14.0％ 1.6％

依存財源

地方交付税 28億5,000万円 28億円 1.8％ 14.1％

地方消費税交付金 12億3,751万円 11億3,403万円 9.1％ 6.1％

国庫支出金 27億3,690万円 28億6,436万円 ▲4.4％ 13.5％

県支出金 15億9,118万円 15億5,476万円 2.3％ 7.9％

市債 2億1,890万円 6億1,490万円 ▲64.4％ 1.1％

その他 5億9,983万円 5億6,282万円 6.6％ 2.9％

合　計 202億6,000万円 200億5,000万円 1.0％ 100.0％
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市税の内訳

項　目 令和８年度 令和７年度 増減率

個人住民税 23億959万円 21億5,151万円 7.3％

法人市民税 6億8,333万円 6億7,278万円 1.6％

固定資産税 29億2,425万円 28億4,493万円 2.8％

　 うち現年課税分

土　地 8億6,035万円 8億5,051万円 1.2％

家　屋 14億6,420万円 14億1,610万円 3.4％

償却資産 5億8,726万円 5億6,073万円 4.7％

国有資産等所在市町村交付金及び納付金 434万円 435万円 ▲0.4％

軽自動車税 1億5,056万円 1億5,913万円 ▲5.4％

たばこ税 3億3,402万円 3億5,160万円 ▲5.0％

入湯税 1,350万円 1,344万円 0.4％

合　計 64億1,959万円 61億9,774万円 3.6％

市税額の推移
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市債残高の内訳 ≪一般会計≫
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令和８年度末市債残高見込み

204億2,044万円

令和８年度 
市債を財源としている主な事業

農業債
・農業農村整備事業（ほ場整備等）

・ふるさと農道整備事業

土木債
・道路舗装維持修繕事業
・道路整備事業 
・江連都市下水路整備事業

教育債
・図書館空調設備更新事業
・総合体育館屋根改修事業

市債残高の推移 ≪一般会計≫
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歳出（目的別）の内訳 ≪一般会計≫

・商工費　　　　　　＋1.7億円

・土木費　   　　　▲1.3億円

前年度からの主な増加

前年度からの主な減少

歳出総額

202億6,000万円
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（単位：億円）

・総務費　　　　　　▲2.3億円

・民生費　　　　　　＋0.9億円

・教育費　　　　　　＋2.1億円

項　目 令和８年度 令和７年度 増減率 割　合

議　会　費 1億9,335万円 1億9,255万円 0.4％ 1.0％

総　務　費 36億6,620万円 38億9,931万円 ▲6.0％ 18.1％

民　生　費 72億9,917万円 72億1,386万円 1.2％ 36.0％

衛　生　費 13億342万円 12億4,473万円 4.7％ 6.4％

労　働　費 3,667万円 3,824万円 ▲4.1％ 0.2％

農　業　費 8億7,653万円 9億2,379万円 ▲5.1％ 4.3％

商　工　費 3億2,815万円 1億5,386万円 113.3％ 1.6％

土　木　費 14億7,180万円 15億9,723万円 ▲7.9％ 7.3％

消　防　費 9億58万円 8億7,546万円 2.9％ 4.4％

教　育　費 23億21万円 20億8,737万円 10.2％ 11.4％

公　債　費 18億5,392万円 17億9,360万円 3.4％ 9.2％

予　備　費 3,000万円 3,000万円 0.0％ 0.1％

合　計 202億6,000万円 200億5,000万円 1.0％ 100.0％
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歳出（性質別）の内訳 ≪一般会計≫

・補助費等　　　　　　　　＋2.3億円

・普通建設事業費　　▲2.2億円
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（単位：億円）

前年度からの主な増加

前年度からの主な減少

歳出総額

202億6,000万円

・人件費　　　　　　　　　　＋2.2億円

・物件費　　　　　　　　　　▲1.8億円

項　目 令和８年度 令和７年度 増減率 割　合

人　件　費 36億6,429万円 34億4,554万円 6.3％ 18.1％

物　件　費 35億5,145万円 37億3,326万円 ▲4.9％ 17.5％

維持補修費 9,086万円 7,779万円 16.8％ 0.4％

扶　助　費 47億2,270万円 46億2,126万円 2.2％ 23.3％

補助費等 34億6,604万円 32億4,014万円 7.0％ 17.1％

普通建設事業費 6億4,664万円 8億6,257万円 ▲25.0％ 3.2％

公　債　費 18億5,392万円 17億9,360万円 3.4％ 9.2％

積　立　金 5億4,441万円 5億2,386万円 3.9％ 2.7％

投資及び出資金 20万円 334万円 ▲94.0％ 0.0％

貸　付　金 1,050万円 1,050万円 0.0％ 0.1％

繰　出　金 16億7,899万円 17億814万円 ▲1.7％ 8.3％

予　備　費 3,000万円 3,000万円 0.0％ 0.1％

合　計 202億6,000万円 200億5,000万円 1.0％ 100.0％
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積立基金残高の推移 ≪一般会計≫
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ふるさと下妻寄附金の活用

令和８年度当初予算では、約7.8億円を活用予定
（見込み）

令和８年度の主な活用事業
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令和７年度
ふるさと下妻寄附金予算額 

約25億円！！ 安心して暮らせるまちづくり
防災・防犯力の強化

防災・防犯

・防災備蓄倉庫設置工事

子育てしやすい環境づくり・
特色ある次世代の教育へ

子ども・教育

・中学校給食費無償化事業

・保育料軽減事業　など

＼　市の様々な施策に活用　／　

・避難所業務のオンライン
　環境整備事業　など



令和８年度予算編成のポイント

第6次総合計画に定められた「人と自然を活かし、住みよさを創るまちしもつま～住み続けたい、選ば
れるまちを目指して～」の将来像のもと、６つの『まちづくりの目標』の実現に向けて予算を組み立て、
総合的、計画的な市政運営を進めていきます。 

第６次下妻市総合計画の推進 

誰もが健やかに暮らせる

「安心なまち」 

ー子育て、医療、社会福祉ー

人と文化を育む
「心豊かなまち」 

ー教育、文化ー

にぎわいと活気を生み出す

「活力あるまち」 

ー観光、産業振興ー

環境にやさしく災害に強い

「安全なまち」 

ー生活、環境ー

自然と都市が共生する
「快適なまち」 

ー都市基盤ー

市民と共に次世代を築く

「自立したまち」 

ー市民協働、行財政運営ー

Ⅰ Ⅱ Ⅲ

Ⅳ Ⅴ Ⅵ

『ふるさと下妻寄附金を活用して行う事業』の一部を表しています。ふる納※【資料説明】

Ⅰ 誰もが健やかに暮らせる「安心なまち」－子育て、医療、社会福祉－ 

妊産婦・未就学児の医療費
無料化事業 1,755万円 /保険年金課

保育料軽減事業

子育て世帯への経済的負担の軽減を図る
ため、3歳未満の児童の保育料を減額して
います。

新規 

妊産婦・乳児健康診査事業

安心な妊娠・出産と妊産婦の健康管理及び乳児の健康状態や発
育・発達を確認するため健康診査を行います。健康診査は医療
機関に委託して実施している妊婦、産婦、乳児のほか、保健セ
ンターにおいて5か月児、1歳6か月児、2歳児、3歳児、5歳児で
の健診を実施します。

高齢者福祉タクシー利用助成事業

1,300万円　/長寿支援課

3,421万円/健康づくり課、子育て支援課 　2,700万円 /子育て支援課

パパの子育て講座

父親の育児参加の促進や交流を図るため、乳幼児の具
体的な世話や遊ばせ方、褒め方、月齢・年齢に応じた
発達を促す関わり方など、育児のポイントを伝える講
座を実施します。

14万円/子育て支援課

ふる納

継続

ふる納

新規 
RSウイルスワクチン接種事業

RSウイルスによる感染予防のため、妊娠
28週から36週の方を対象にRSウイルスワ
クチン接種費用の全額を助成します。

805万円/健康づくり課

継続

マル福制度における医療費自己負担金について、市独
自に助成を行います。（妊産婦については妊娠、出産
に係る疾病のみ）

ふる納
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継続継続

障害者福祉タクシー利用助成事業

315万円　/福祉課ふる納

ふる納



新規 

小学校給食費無償化事業

市立小学校の給食費無償化を
実施します。

7,326万円/教育総務課

小中学校緊急対応強化事業

小中学校で緊急事態が発生した際に児童生徒の生命を守
る迅速な対応ができるよう、救急搬送時選定療養費助成
制度を創設するとともに、校務用スマートフォンの新規
設置やAEDの追加設置を行います。

通訳支援機器導入事業

市役所窓口にリアルタイム多言語翻訳機器（3台）を導
入することで、外国人・日本人を問わず安心して暮ら
せる多文化共生のまちづくりと行政サービスの公平
性・利便性向上につなげます。

280万円 /企画課

210万円 /教育総務課

小中学校教育用情報機器整備事業

7,444万円/教育総務課

Ⅱ　人と文化を育む「心豊かなまち」－教育、文化－ 

新規 

中学校給食費無償化事業

市立中学校の給食費無償化を実施するとともに、市立中
学校以外の中学校等に通学する生徒の保護者に給食費相
当額を助成します。

5,127万円 /教育総務課

新規 拡充 
地域クラブ活動推進事業

持続可能な部活動の実現に向けて、
休日の部活動の地域移行を推進します。

796万円　/学校支援課

ふる納

継続

継続

小中学校ICTサポート事業

3,168万円/教育総務課

ふる納

ふる納

映画製作実行委員会補助事業

地域と連携した参加型映画製作を進める「映画製作実行
委員会」を編成し、映画製作やワークショップ、上映会
の実施などを支援し、映画製作をきっかけとした地域創
生を推進します。

1億6,000万円 /商工観光課

下妻まつり事業

市の活性化を促進するとともに多くの市
民が楽しく交流できる「下妻まつり」を
開催します。

1,700万円 /商工観光課

シン・いばらきメシ
総選挙２０２６事業

シン・いばらきメシ総選挙2026に
本市代表として出店を依頼します。

65万円/商工観光課

Ⅲ にぎわいと活気を生み出す「活力あるまち」－観光、産業振興－ 

移動式赤ちゃんテント
導入事業

市内で開催されるイベント等で、授乳やおむつ替え時
に利用する「移動式赤ちゃんテント」を導入します。
また、災害時にも避難所等で活用します。

66万円 /商工観光課

果樹園地継承事業

梨の新規就農を目指す研修生が技術を習得するまで、離
農者の梨園地を下妻市果樹組合連合会が管理し、梨の独
立就農を支援します。

597万円 /農業政策課

ふる納

継続

ふる納

地方就職学生支援事業

大学生・大学院生のUIJターン就職を促進するため、都
内に本部がある大学・大学院の東京圏のキャンパスに在
学した学生が茨城県内の企業に就職し、本市に移住する
場合に、就職活動に要した交通費用及び引っ越しに要し
た移転費用の補助を行います。

70万円/企画課
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新規 

継続

拡充 

継続

継続
ふる納



新規 

Ⅳ 環境にやさしく災害に強い「安全なまち」－生活、環境－ 

　　/消防防災課　

拡充 
空家対策事業

Ｊアラート受信機を更新し、国からの緊急情報を瞬
時に市民に伝達できる状況を維持します。

/消防防災課318万円

災害時の避難所通信環境を確保するため、回線が使用で
きる災害用モバイルルータを整備します。

/消防防災課

避難所業務のオンライン
環境整備事業

23万円

新規 

Ｊアラート受信機更新工事

466万円

ふる納

ふる納

避難所の環境強化を図るため、福祉避
難所に防災備蓄倉庫を設置します。

/消防防災課429万円

防災備蓄倉庫設置工事 ふる納 防犯カメラ設置事業補助　

市内における犯罪抑止力の向上や、安全で安心なま
ちづくりの推進を図るため、地域団体が設置する防
犯カメラの設置費用の一部を補助します。

280万円 /消防防災課

ふるさと納税を通じて、市の魅力を知ってもらい、市
全体の活性化につなげます。
（寄附額15億円に対する返礼品等の推進事業費）

/農業政策課

ふるさと納税推進事業

9億8,156万円

継続

ふる納

市空家等対策計画に基づき、所有者への指導や空き家
バンクの活用、発生抑制の啓発を実施します。さらに、
利用困難な空き家の除却を支援する「空家解体補助
金」を新設し、空き家の解消を図ります。

継続拡充 

継続

継続 継続

継続

広域連携バス運行事業

広域交通網の形成により沿線住民や学生の通学などの
利用促進を図るため、下妻駅から川島駅をつなぐ筑西
下妻広域連携バスを運行します。

路面再生工事

道路の安全性の向上を図るため、
市道の維持補修を行います。

3,300万円　/建設課

2,610万円 /都市整備課

地域連携公共ライドシェア事業

公共交通空白地域解消のため、つくば市、土浦市、牛久市
との連携によりドライバーバンクを構築し、人材の募集・
育成・管理を行います。育成したドライバーが専用アプリ
を介して利用者とマッチングし、自家用有償旅客運送を行
うことで公共交通が不足する地域の移動を支援します。

1,389万円 /都市整備課

Ⅴ 自然と都市が共生する「快適なまち」－都市基盤－ 

地域公共交通活性化
協議会負担金

利便性向上と中心市街地の活性化を
図るため、下妻駅を中心に東西をつ
なぐコミュニティバスを運行し、公
共交通手段を拡充します。

576万円 /都市整備課

ふる納

コミュニティバス運行事業

1,873万円/都市整備課

継続

道路整備工事

交通の安全や生活環境の向上を図るため、計画的に道路
整備を実施します。

1,350万円/建設課

継続

コミュニティバス等に対する国補助事業の計画策定・
事業評価及びコミュニティバスのルート・時刻表など
の協議を実施します。
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ふる納



新規 

スマホ市役所事業　

より利用しやすいサービスの提供を図るため、市公式
LINEを活用して行政手続をオンラインで行える「スマホ
市役所」を提供し、AIオプション機能の追加により手続
の自動案内や入力補助を実装します。

新規 

現在の公共施設マネジメント実施計画再配置計画【Ⅰ
期】が令和8年度で満了することから、令和9年度から
令和18年度を計画期間とする再配置計画【Ⅱ期】を策
定します。

2,065万円　/資産経営課

第7次総合計画策定事業

最上位計画である「第6次下妻市総合計画」の計画期間が令
和9年度末で満了となることから、次期総合計画を2か年で策
定します。これにより本市が目指す将来像を市民と共有し、
中長期的な視点で一貫性のある施策を推進します。

1,080万円/企画課

380万円/DX推進課

スマートフォン購入補助事業　　

65歳以上の方がマイナンバーカード等
の読み取り機能の付いたスマートフォ
ンを新規購入する際、一人あたり2万
円を限度に補助金を交付します。

50万円 /DX推進課

新規 
旧蚕飼小学校図工室解体事業

旧蚕飼小学校の利活用のため、
老朽化した図工室の解体を行い
ます。

815万円/資産経営課

新規 
公共施設等総合管理計画策定事業

Ⅵ 市民と共に次世代を築く「自立したまち」－市民協働、行財政運営－ 

ふる納地域おこし協力隊事業　　

定住・定着を図るため、都市地域から本市へ生活の拠点
を移した方々を地域おこし協力隊として委嘱し、概ね3
年間、地域ブランドや地場産品の開発・販売・PR、農業
への従事、住民支援などの地域協力活動を行います。

6,146万円/都市整備課、農業政策課

ふる納

継続 継続

拡充 
ふる納

令和８年度 当初予算(案)

下妻市役所 総務部 財政課財政係

☎  0296-43-2158　FAX 0296-43-4214

�  zaisei@city.shimotsuma.lg.jp
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